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「アナーキーの秩序」を設計せよ 

―覇権後退期の国際秩序における「法の支配」と日本の生存戦略― 

 

青山学院大学国際政治経済学部国際政治学科 4 年 板谷 陽帆 

 

1. はじめに 

第二次戦後、国際社会は国連憲章をはじめとする「法の支配」によって、国家間にお

ける軍事侵攻の抑止、紛争の平和的解決、友好的関係の促進を制度化する試みを絶え

ず継続してきた。しかし、その平和的国際秩序は決して普遍的規範の産物ではなく、

アメリカ（以下、米国）を筆頭とする安保理常任理事国の覇権的ハードパワーによっ

て維持されてきた機能的形態に過ぎなかった。だが、2026 年現在、米国はイランおよ

びベネズエラで、ロシアはウクライナで、それぞれ国家間紛争当事者となった。この

結果、戦後秩序の制度的中核は機能不全に陥っている。 

この事態を前にして、日本国内でも、第二次トランプ政権発足直後からの「脱米国依

存論」に加え、カーニー首相（カナダ）等が提唱する「ミドルパワー連帯」への迎合

が出始めている。しかし、核抑止という絶対的暴力を欠いた「持たざる者の連帯」が

超大国の代替たり得ないことは古典的リアリズムの観点から明白である。 

本稿は、脱対米依存・ミドルパワー連合論の構造的限界を批判的に解剖した上で、

「法の支配」を守るべき理想としてではなく超大国の行動コストを引き上げるための

非対称的政治資源として戦略的に再定義し、日本が取り得る「力」と「法」の新たな

均衡点を論証する。そして日米同盟の維持を前提に、日本がルールメーカーとして国

際秩序形成への現実的な関与を通じて大国間競争の荒波の中での生存戦略を確保し得

る条件と課題を提示するとともに、日本が担うべき具体的役割を提言する。 

 

2. 秩序の正体と崩壊 

2026 年 4 月現在、核保有国かつ安保理常任理事国である米露が各地で戦闘行為を継

続している事実により「リベラルな国際法秩序の終焉」と叫ばれるのも至極当然であ

る。しかし、今日の状況は決して例外的な事態ではない。むしろ、覇権国による抑止

力が弱体化したとき諸国家が紛争へ回帰するという、リアリズム的国際政治理論に整

合的な帰結である。 

国際社会は本来アナーキーであり、国家の上に強制執行力を持つ権力は存在しない。

国家にとっての「法」とは、常にコストとベネフィットの計算対象である。国連や安

保理という法的機構もまた、常任理事国の拒否権によって特定国家の意思に従属する

構造を内包してきた。したがって、第二次世界大戦後の安定は「法の正当性」ではな

く、覇権による安定、すなわち米国等大国のハードパワーによって初めて機能してい
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たに過ぎない。この観点に立てば「法の支配」とは、普遍的理念ではなく大国の意思

と能力が生み出す副産物に他ならない。力の裏付けなき国際法秩序の限界は現在の混

乱が明確に示している。 

現在、覇権国である米国が全地球的な関与を縮小させる一方、ロシアは勢力圏の再定

義を試み、中国もまた台湾海峡および南シナ海において緊張を高めている。三つの超

大国がそれぞれの合理性に基づき秩序を逸脱する中、従来の権力構造に空白が生まれ

つつある。 

こうした状況下で生じた中堅国同士による自律的連携の必要性から提唱される「民主

主義ミドルパワーによる連合」は国際協調主義の観点からは有望な代替案として映

る。しかし、物理的強制力を伴わない規範の連帯がいかにして超大国の行動を抑止し

得るのか。 

 

3. 「持たざる者の連帯」という幻想 

結論から述べるが、核を欠いた軍事力・経済力の集約を目的とした「連合」は超大国

との同盟の代替にも、抑止力にもなり得ない。 

先進国の安全保障は結局のところ「どこの核の傘に入るか」という択一に収束する。

核を保有する超大国に対し、非核ミドルパワーの連合は抑止力として構造的に不均衡

である。この非対称性は連合の規模や政治的結束によって補完できるものではない。

核抑止という絶対的暴力を欠いた連帯は、超大国の軍事力に比肩し得ない幻想であ

る。経済的連携ではこの非対称性は埋まらない。そもそも、超大国に対して経済依存

を深く抱えた諸国が、安全保障上の政治的結束を有事でも維持できるかは極めて疑わ

しい。よって、超大国の意志を物理的に拒絶することは依然不可能であり、軍事的強

制力の次元では、「力」を伴わない連合は、アナーキーな国際社会においては単なる標

的の集積に過ぎない。 

その上で、インド、フランス、イギリスといった核兵器を保有するミドルパワーの

「連合」への統合にも限界がある。インドは中国とは国境紛争を抱えている一方で、

ロシアと軍事・経済的に強い結びつきを持つ。フランスは戦略的自律志向が強く、

1966 年に NATO の統合軍事機構から離脱し（2009 年に復帰）、またこの離脱に先ん

じて核兵器を取得した。さらには、イギリスは NATO をはじめとした強い対米依存構

造を持つ。これらから、核武装ミドルパワーを「連合」に取り込めたとしても、共通

脅威認識の欠如や集合行為問題の根深さゆえに超大国の分断工作で容易に崩壊するだ

ろうし、日本の安全保障観に照らしても有事における結束は期待しがたい。 

以上の批判は、ミドルパワー連合を安全保障問題における超大国依存への軍事的代替

として構想する立場に向いている。これに対し次章で論じるのは、この「連合」を超

大国に対して制度的・外交的コストを賦課するための限定的協調の枠組みとして再定
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位する構想である。 

 

4. ハードの限界、ソフトの活用 

前章で述べたように、日本単独でもミドルパワー連合であっても、超大国へ物理的に

挑戦することは不可能に近い。もちろん、法の支配が国際社会において一定の規範的

意義を持つことは否定しない。しかし、軍事力だけでなく経済的にも、超大国とそれ

以外では隔絶した差が存在するのである。中堅国が結束しても手に入るかわからない

「力」を、米露中はそれぞれ単独で既に保有している。 

では我々は、力による現状の変更を黙認するしかないのだろうか？無論、容認し得な

い。ゆえに物質的な劣勢を補完すべく、法の支配に対する認識を再定義する必要があ

る。それは守るべき理想ではなく、超大国の行動コストを上げるための非対称的戦略

資材である。すなわちミドルパワー連合は、軍事的連帯ではなくコスト賦課の制度的

プラットフォームとしてのみ現実性を持つ。ミドルパワー国家にとって唯一有効な戦

場は規範・制度・言説の領域であり、法的根拠の積み上げ、国際世論の形成、違反国

へのコスト付与においてミドルパワーが連携することには戦略的意味がある。たとえ

ば、G7 を活用した多国間経済制裁制度の設計では、2022 年以降の対ロシア制裁で実

証された価格上限メカニズムを基に、エネルギー輸出や軍民両用技術に対する二次制

裁の自動トリガー条項を新たに織り込む。また、南シナ海や台湾周辺における国際司

法・仲裁手続きでの戦略的文書化としては、2016 年の南シナ海仲裁判断（PCA）をモ

デルに、UNCLOS Annex VII に基づく仲裁等を多国間で事前調整し、超大国の行動に

対する「法的記録の積み上げ」を戦略的に継続する。これにより、超大国が強権的軍

事・経済行動を取る際に「正当性コスト」と「外交的遅延」を強いることができる。

さらに、QUAD や ASEAN とのミニラテラル連携を通じて、超大国の行動に政治的コ

ストを課す有効な手段となる。そして日本がこれを主導すれば、国家の生存において

多大な利益を供することになる。 

 

5. 日本の「実数解」 

前章において「法の支配」の戦略的活用という抽象論を展開したので、本章はそれを

日本固有の条件に接地させる作業である。核も広域多国間同盟も持たない日本が、そ

の戦略を実際に行使し得る根拠はどこにあるのか。答えは三つの非対称的優位に求め

られる。 

第一は、唯一の被爆国という道義的独占性である。これは感傷的な平和主義とは別物

だ。国際規範の形成において「誰が語るか」は「何を語るか」と同等の重みを持つ。

大量破壊兵器の使用や文民被害に関する議論の場で、日本の発言は代替不能な正当性

を帯びる。この立場を「法の支配」の違反に対するコスト賦課の言説空間で戦略的に
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行使することは、超大国や他のミドルパワーには不可能な非対称的影響力である。 

第二は、経済的レバレッジの制度的転換可能性である。日本は現在、GDP 世界第四

位の経済規模と CPTPP の主導的立場を有する。重要なのは、それを多国間経済制裁

の制度設計に転換し得る潜在力だ。違反国に対するコスト賦課を「日本主導の制度」

として設計することができれば、その行使の正当性もまた日本が握ることになる。 

第三は、憲法上の制約という逆説的資産である。専守防衛の原則は軍事的行動の選択

肢を狭める一方、「日本は軍事的野心を持たない」という国際的信頼を担保してきた。

ハードパワーへの過信を慎み、法的・外交的コスト賦課の多国間プラットフォームを

構築する役割は、この制約ゆえに説得力を持つ。 

ただし、これらは幻想ではなく条件付きの優位である。日米同盟の核抑止という物理

的基盤なくして、これらの非対称的影響力は単なる言説に終わる。力に裏付けられた

法のみが秩序となり得るという命題は、日本の「実数解」においても変わらない。 

 

6. 結論 

法のみで平和が維持されると期待することはできない。だからこそ、法の支配に実力

の裏付けを持たせ、超大国の計算を狂わせる必要がある。その知略こそが、分断の時

代における日本の役割であり、計算された生存の技法である。 

唯一の被爆国としての道義的立場を活かし、日米同盟を基盤に冷徹なルール形成を主

導することで、日本は分断の時代において、核兵器に左右されるこの極限のリアリズ

ムの単なる生存者ではなく、持たざる者が大国の力を削ぐために法を用いる規範の設

計者として、国際秩序に積極的かつ現実的な貢献を果たし得る。 
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